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２ 場所 Ｗｅｂ会議による開催 

 

３ 出席者 

（１）委員（敬称略） 

   國領 二郎（部会長）、石井 夏生利、井上 由里子、江﨑 浩、 

  閑歳 孝子、木村 朝子、桑津 浩太郎、甲田 恵子、小島 隆洋、 
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   玉田 康人（官房総括審議官）、下仲 宏卓（官房審議官）、 

田邊 光男（情報通信政策課長）、内藤 新一（地域通信振興課長）、 
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（３）ヒアリング対象者（敬称略） 
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ワイヤレスネットワーク研究センターワイヤレスシステム

研究室 研究マネージャー） 

井上 真杉（国立研究開発法人情報通信研究機構 ネットワーク研究所 

レジリエント ICT研究センター 研究センター長） 

和氣 加奈子（国立研究開発法人情報通信研究機構 経営企画部企画戦 

略室長） 

水谷 耕平（国立研究開発法人情報通信研究機構 戦略的プログラムオ 

フィス マネージャー） 

安藤 満佐子（国立研究開発法人情報通信研究機構 デプロイメント推 

進部門アントレプレナー支援室長） 

鶴田 修一（株式会社コクリエ 取締役） 

村上 桂太（広島県 商工労働局 イノベーション推進チームグループリ 

ーダー） 

米村 仁志（浜松市 デジタル・スマートシティ推進部 デジタル・ス 



マートシティ推進課 課長） 

田中 言彦（浜松市 産業部スタートアップ推進課 課長） 

 

（４）事務局 

片山 寅真（情報流通行政局情報通信政策課総合通信管理室長） 

 

４ 議 題 

  「地域社会 DXの推進に向けた通信政策の在り方」について 

【令和７年２月３日付け諮問第 29号】 
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開  会 

 

○國領部会長  ただいまから情報通信審議会第６４回情報通信政策部会を開催いたしま

す。 

 本日はウェブ会議にて会議を開催しておりまして、現時点で委員１６名中１１名が出

席しており、定足数を満たしております。 

 

議  題 

 

 「地域社会ＤＸの推進に向けた情報通信政策の在り方」について 

   【令和７年２月３日付け諮問第２９号】 

 

○國領部会長  本日は前回に引き続き、地域社会ＤＸの推進に向けた情報通信政策の在

り方について審議を行います。 

 本日はスタートアップ企業や研究開発機関が持つ研究開発成果を地域課題解決にどの

ように結びつけるべきかという観点から、スタートアップ企業、研究開発機関及びこれ

らの支援団体からのヒアリングを予定しております。 

 まず、前半の１時間でスタートアップ企業及び研究開発機関の方々から御発表をいた

だき、それに対する質疑を実施し、後半の１時間でスタートアップ企業と連携支援する

自治体の方々から御発表いただき、それに対する質疑を実施することといたします。 

 それでは、初めに、国立研究開発法人情報通信研究機構様及び杉原専門委員から資料

６４－１－１に基づき説明をお願いします。よろしくお願いいたします。 

 

○情報通信研究機構（松田） では、ドローンによる無線通信中継技術についての紹介を

させていただきます。 

 こちら我々が開発しておりますマルチホップ中継Ｃ２リンク、コマンドホッパーを呼

んでいるものになります。Ｃ２リンクというのは、ドローンへの制御信号のことになっ

ております。コマンドホッパーは左の下の図にありますとおり、ドローンの操縦者から

実際、運用したいドローンの間に山のような障害物がありまして、そこに電波が直接通

らないような状況がおきまして、中継ドローンを一つ利用することで、電波を迂回させ
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てドローンを問題なく動かすといった、そういったシステムになっております。 

 こちら、１６９ＭＨｚと９２０ＭＨｚの２つの周波数を持っておりまして、長距離で

は１６９ＭＨｚ、見通しによっては９２０ＭＨｚ、２つの周波数を使うことができます。

こちらの機器は、ドローンのフライトコントローラーと接続することで、ドローンの制

御ソフトでのデータのやり取りが可能となっております。また、人の立ち入りが困難で、

携帯電話が圏外の場所での監視、調査、測量ドローン等に適用することができます。こ

ちら無線機単体での評価ですけども、最大１８キロ離れた距離のドローンと通信できる

ことも確認できております。 

 次のページをお願いいたします。こちら、コマンドホッパーの適用例ということで、

様々な企業様でコマンドホッパーを使った実証実験というのを行っております。ここで

は１から６までの例を挙げさせていただいておりまして、活火山の降灰観測ですとか電

線鉄塔の点検、あと防災施設の確認ですとか、山の中での適用、あと、航空自衛隊様と

洋上での固定翼ドローンということで、超距離の通信実験というのも同時に行っており

ます。このように、我々の通信システムというのはＬＴＥ等の携帯電話が利用できない

山岳部や海上部での実証事例が多いということで、こういった通信機器がこれまでほか

にないということで、我々のシステムとの連携を行ってきております。これを年に二、

三回程度行ってきておりまして、そのためにいろいろ課題があるんですけども、その課

題を報告しつつ、社会実装につながるよう試作、開発をしているということになってお

ります。 

 ドローンの部分は以上になります。次のページお願いいたします。 

○情報通信研究機構（井上）  続きまして、ＮｅｒｖｅＮｅｔというものでございまし

て、スライドの右側に基地局構成がございますが、４色で示しました通信機能、情報処

理機能、制御機能、そして電源という、言わば四位一体化させた基地局というものを、

今度左に示しますが、地域の中に複数配置をして、有線や無線回線でそれぞれをつない

で構成するネットワーク技術でございまして、障害や切断があっても代わりの通信経路

に切り替えるということや、インターネットと完全に遮断されても一定の情報サービス

を継続できるという特徴がございます。 

 次、お願いいたします。近年では自治体様が自ら予算を組んで導入する事例が出てき

てございまして、左側が和歌山県の白浜町、右側が宮崎県の延岡市でございまして、平

時におきましては、白浜町は住民観光客、ワーケーション利用者のインターネット接続、
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また、その際のアンケートによってデータを捕捉されています。設置場所としては、観

光のまちですので、空港やテーマパーク、道の駅、また、企業誘致にも力を入れていら

っしゃいますので、誘致企業向けのオフィス等に合計３３か所導入をなさっていまして、

総務省地域デジタル基盤も活用なさっています。延岡市につきましても、平時、インタ

ーネット接続、また、災害時には安否確認や避難所の物資供給の情報共有等に利用する

ために、延岡市様は同じく３３か所なんですが、ほぼ全て避難所に設置をなさっていま

す。 

 次お願いいたします。ポイントでございますが、いずれの自治体様も首長様、あと職

員の方々の防災意識が高いということが挙げられます。技術面では、システムがフェー

ズフリーなインフラであるということが大きくて、我々、ほかの自治体様にも御説明し

ていますが、今、防災専用のシステムではなくて、平時から使えるものに対する強いニ

ーズがございます。導入のポイントですが、２ポツ目、３ポツ目のあたりですけども、

ランニングコストが自治体様が最も気にするんですけども、それが許容範囲であるとい

うことと、総務省地域デジタルなどの補助金の対象になったということがございます。 

 次のページをお願いいたします。導入に向けた課題といたしましては、こうしたアプ

リケーションというよりはインフラ系のものでございますので、どうしても予算規模が

大きいために、実証や整備をしにくいという点はございます。また、補助対象と認識は

されているわけですけども、明記はされていないので、その辺りが変われば、導入が加

速しそうな感じをしております。必要な支援といたしましては、ニーズに対してどのよ

うなシステムがいいかという、言わばマッチング、あとは地元の企業さんを中心に体制

の構築、あと予算を含む実施計画などなど、総合的なコンサルテーションというものを

自治体様に支援差し上げるということが大事だと認識してございます。 

 ＮｅｒｖｅＮｅｔは以上でございます。 

○情報通信研究機構（和氣）  ＮＩＣＴの和氣でございます。続きまして、ＮＩＣＴの

おける技術シーズの実装に向けた取組ということで、こちらは具体的な個別技術ではご

ざいませんで、体制ということで、御説明させていただきます。 

 特に機構の研究開発シーズの社会実装に向けた取組という意味では、ＴＲＬを意識し

た機構内の公募を行っていたり、規格化や普及の促進というもの、また、技術移転のサ

ポートのための企業顧客ニーズの分析などを実施してございます。また、社会課題、地

域課題の解決に向けた取組というところでは、地域課題解決のための委託研究の実施な
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どを行っております。具体的な研究内容については、後のほうで御紹介があるかと思い

ます。このほかにも、社会実装に向けた幾つかの枠組みというのがあるんですけれども、

そういったものを通しまして、ＮＩＣＴとして考えている社会実装ということでは、Ｎ

ＩＣＴの技術、知財などが第三者に利用されていることということで、こちら１、２、

３、４にあるようなところを目指して実施しています。その中の一つとして、（２）に

あるとおり社会課題、地域課題解決というのも一つの目標として実施しているというと

ころでございます。 

 以上になります。 

○情報通信研究機構（水谷）  それでは、データ利活用等のデジタル化の推進による社

会課題・地域課題解決のための実証型研究開発について、説明いたします。この取組は、

企業、大学等の連携により、データ利活用等のデジタル化の推進による社会課題、地域

課題の解決につながる新たなＩＣＴに資する実証型の研究開発を課題提案型の委託研究

としてやっております。ＮＩＣＴの第４期中長期計画期間中に３０件、第５期中長期計

画期間に２６件の提案を採択しました。 

 次のページお願いします。これ概要を示したものなんですけども、研究開発の数年先

の社会実装、展開というのを目指していまして、そのためにビジネスプロデューサーの

設置、それから、課題解決による直接的な受益者を関係者に含めることなどの工夫をし

ています。また、ＮＩＣＴのテストベッドや機構発技術シーズを利用できるということ

もあります。 

 次のページをお願いします。幾つか例を示そうと思うんですけども、一つ一つ全部話

していると時間かかりますので、今回は５つ示していますけど、そのうちの２つだけ御

紹介します。事例１で示したのが、犯罪オープンデータを活用したデータ駆動型犯罪予

測手法の開発と市民・自治体向け犯罪予測アプリケーションの構築ということで、これ

はオープンデータである、犯罪オープンデータから犯罪予測を行って、地域防災パトロ

ールの最適な経路をＡＩで予測するというアプリケーションの開発をすると。現在、名

古屋市での実施、もともとは東京で実証実験を委託研究でやったんですけども、名古屋

市での実証実験からサービス提供に進んで、さらに南米のブラジルでも運用されて犯罪

数の軽減に寄与しています。 

 その次のページ、お願いします。これは乳幼児睡眠データ収集システムということで、

乳幼児の睡眠に関わるアプリケーションを実証実験やったもので、現在、加賀市におい
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て導入されていると。 

 その次のページをお願いします。これも紹介したいと思うので、大規模位置データ連

携による観光施策立案評価システムの研究開発ということで、これはスマートフォンで

集められた大規模ＧＰＳ位置情報ビッグデータを人流データとして扱って、デジタル観

光統計で利用する。この研究開発によって社会実装されたお出かけウォッチャーという

システムが今、発売されているということもありまして、全国の広域自治体の３分の１

以上で採用されています。 

 この後、次のページをお願いします。ひよこの雄雌判定とか、その次のページをお願

いします。田んぼのＳａａＳとしてのシステム、農業ＤＸを進めるという委託研究など

も現在進めているところです。以上です。 

○情報通信研究機構（安藤）  続きまして、ＮＩＣＴにおけるスタートアップ支援策に

ついて、アントレプレナー支援室から施策の概要について、その後、杉原ＩＣＴメンタ

ーから地域課題の解決に資するスタートアップの事例や総務省様への御期待等について

御説明いたします。 

 私たちの施策の目的は２つございます。一つはＩＣＴの社会実装の一環として、スタ

ートアップそのものの御支援、２つ目は各地域からスタートアップが生まれ育つことの

両方を重視しています。こちらが施策の概要です。１つ目、スタートアップそのものを

応援することとして、全国アクセラレータープログラム、起業家甲子園・起業家万博を

総務省とともに実施しています。特徴は地域発です。 

 左側、緑色のところです。発掘フェーズですが、全国各地で開催されておりますビジ

ネスプランコンテストを我々の「連携大会」としています。地域の連携大会に外部有識

者であるＩＣＴメンターが参加し、ＩＣＴを利活用し、今後の成長が期待できるものに

ＮＩＣＴ賞をお出しします。そして、青色の育成フェーズですが、ＮＩＣＴ賞受賞者に

対し、ＩＣＴメンターがメンタリングを行い、ビジネスプランをブラッシュアップいた

します。さらに、３月に各地域を代表するスタートアップの皆様の全国大会的に学生に

よる起業家甲子園、社会人による起業家万博に出場していただきます。その後も事業化

拡大のためにＣＥＡＴＥＣ等の展示会の場を御用意しています。 

 次、お願いします。本施策ですが、様々な皆様の御協力で成り立っています。ＶＣや

起業家１４名をＩＣＴメンターとして委嘱しています。また、パートナー企業２２社の

御協力により、起業家甲子園、起業家万博当日、パートナー企業特別賞をお出しいただ
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きます。起業家応援団は総務省の各地方総合通信局等の皆様や、先ほどの地域における

連携大会の主催者の皆様になります。 

 次、お願いします。令和６年度ですが、連携大会が１８ございました。甲子園大会が

１０、万博対象が１３になります。 

 次、お願いします。令和６年度ですが、３月１３日に起業家甲子園、３月１４日に起

業家万博を開催いたしました。実は起業家甲子園は１４年度目、起業家万博が２３年度

目の開催となります。それぞれ総務大臣賞、ＮＩＣＴ理事長賞、そしてパートナー企業

特別賞が授与されています。 

 次、お願いします。施策の目的の２つ目です。私たちはスタートアップそのものを応

援するだけでなく、地域地域からスタートアップが生まれ、成長する必要があると考え

ています。地域からスタートアップが生まれるためには高等教育機関の存在、そして先

輩起業家等のロールモデルの存在、また、起業家が成長するためにシード期を中心とし

た資金調達手段の多様化や、地域の特徴を把握し、磨き上げること、そして地域企業と

の協業、オープンイノベーションなども必要だと考えています。この「４つの視点」を

連携大会主催者の皆様にお伝えしています。 

 次、お願いします。さらに地域の連携大会そのものが「地域ＩＣＴイノベーション・

エコシステム」であるべきと考えています。起業家の原点である高等教育機関から研究

シーズや、地域課題・社会課題の解決に資するようなＩＣＴスタートアップが生まれ、

既存企業等のＤＸや地域産業とのオープンイノベーションが進み、金融機関や大学のＧ

ＡＰファンド等が資金面を支える。さらに地域行政が各ステークホルダーをシームレス

につなげ、連携する。そして、ＩＣＴメンターはその知見を地域に生かすことも求めら

れます。 

 それでは、この後、当部会の専門委員であり、当方のＩＣＴメンターである杉原様か

ら地域課題の解決等に資するスタートアップの事例等について御紹介いただきます。 

○杉原専門委員  ここからは私のほうから御説明させていただきます。地域課題解決型

スタートアップの事例、４件紹介させていただきます。 

 一社目が病児保育問題です。代表の園田さんは産婦人科医でもあります。地域課題は、

ワーキングマザーが病気の子供を預ける場所がなく、仕事を続けるのが難しい状況にあ

るということです。それに対するソリューションとして、病児保育施設という存在をま

ず知ってもらい、簡単に活用できる病児保育施設の検索予約システムというものを提供
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しています。社会実装に向けたハードルとしては、３点挙げられています。 

 地域で導入していただく上で、自治体の皆さんの協力体制が必要になってきますが、

この開拓が大変だったというのが一つ、現在も大変であるというのが一つ。それから２

つ目は課題の大きさを理解してもらい、国の予算化に向けた啓蒙活動等が必要になって

くるということ。３つ目は資金です。クラウドファンディング活用など、地域課題解決

型ならではの独自の資金調達手段の確立が必要になってくるという点が挙げられていま

す。 

 めくっていただきまして、２社目の地域課題は空き家問題です。大阪のスタートアッ

プになります。取り組む地域課題は増える空き家の流動化です。そのソリューションと

して相談窓口を運営したり、空き家データベースを構築して、空き家を活用したい人と

のマッチングを行ったりしています。社会実装に向けたハードルとしまして、地域で取

り組んでいかなければならないのでここも自治体の協力が必要になるんですが、この開

拓が大変であるということ。また、重要性は高いんですが、緊急性が低いため後回しに

なってしまいがちなので、ユーチューブ等を活用した情報発信、啓蒙活動といったもの

が必要になってくるという点を挙げていただいています。 

 めくっていただいて、３社目です。今度は愛知初のスタートアップになります。建設

現場の人手不足という課題になります。建設現場の人手不足により、外国人労働者が増

えているんですが、現場でのミスマッチが発生しているという課題を解決していきます。

ソリューションとして日本の建設業と教育を受けた、しっかりと育成されたインドの職

人をつなぐプラットフォームを運営しています。社会実装に向けたハードルとして、地

域の建設事業者とのネットワークを構築していかなければなりませんので、その部分で

外国人移住者等が問題視されている自治体さんと協力体制を組んでいきたいというとこ

ろです。それから、日本の建設現場のニーズを幅広くかつ細かくつかみ、サービス向上

に役立てていく必要がありますので、マーケティングの部分も非常に手間がかかるとい

うところになります。 

 最後になります。めくっていただきまして、４社目です。こちらも大学発スタートア

ップになりますが、認知症の早期診断です。地域課題としましては、超高齢化社会にお

いて、認知症の早期診断ができず症状が悪化してしまうということがありますが、その

ソリューションとして、簡単に低コストで高精度な診断アプリを開発していきます。社

会実装に向けては、まず、ＳａｍＤとしての登録を進めていきますが、その手前で、ヘ
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ルスケアモニタリングデバイスとして活用していただくに当たり、ここもまた自治体や

事業会社の協力が必要になってくるという点が挙げられています。 

 めくっていただいて、最後まとめになりますが、いずれのスタートアップにも共通す

る２大課題、資金調達と販路開拓と思っておりますけれども、特に地域課題解決型スタ

ートアップにおいては、資金面では彼らが利用可能な補助金等の支援情報を必要な人に

しっかりと届けて活用していただくということが必要になると思いますし、右側の販路

拡大の面で言いますと、実証実験や実績づくりに向けた自治体等公的機関の協力が必要

だと思いますので、先ほど安藤室長が御説明された地域イノベーションエコシステムの

形成に向けて、総務省の各地方総合通信局さんなどにも、積極的に動いていただければ

とても助かります。 

 私からは以上です。 

○國領部会長  ありがとうございました。御意見、御質問は、次の発表の後にさせてい

ただくことにしまして、続きまして、株式会社コクリエ取締役、鶴田様から資料６４－

１－２に基づきまして、御説明をお願いします。よろしくお願いします。 

○コクリエ（鶴田）  ありがとうございます。よろしくお願いいたします。それでは、

地域課題の解決に向けた取組というところで御紹介をさせていただきたいと思います。 

 まず、当社でございますが、子供たちの未来へつなぐ新しい社会インフラをつくると

いう理念を掲げまして、大阪大学のメンバーでつくったスタートアップでございます。

簡単に私の自己紹介をさせていただきますと鶴田と申します。株式会社コクリエの取締

役をやっておりまして、また、大阪大学の産業科学研究所というところで助教もやって

おります。また、ＣＯＩ－ＮＥＸＴという文部科学省系のＪＳＴがプロジェクトマネジ

メントしているプロジェクトで副拠点長もやっております。簡単に略歴でございますが、

新卒でまず、公務員をやっておりまして、ビジネスをやりたいなと思って２０１８年か

らリクルートキャリアというところで営業をやったり、やっておりました。今現在は大

学の教員もやっているわけでございますが、関谷先生という今の私のボスとの御縁で、

大学で２０２０年からお世話になっておりまして、今日御紹介させていただくスタート

アップの活動は２０２３年からやらせていただいているというところでございます。 

 我々が目指すところは、土木のステークホルダーの共創を生み出し、次の時代のイン

フラ維持管理の新しいスタンダードをつくるというところでございます。現在、取り組

んでいる課題でございますが、全国の市町村の４分の１という割合、こちら土木の技術
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者が０人の市町村の割合でございます。特に田舎といいますか、郊外の市町村であれば

あるほど、こういった土木の技術者がいないというような状況になっております。こう

いった人材不足でございますので、例えば財務部門から異動してきた、土木部門に移動

してきた方が、周りで飛び交う専門用語がよく分からなくて日常業務が不安で仕方がな

いというような状況が、もういろいろな市町村さんが起きているような状況でございま

す。そういった中で、市町村約９０％で今後、インフラの維持管理がしきれなくなるん

じゃないかという不安を抱えていらっしゃるというところでございます。 

 市町村の土木の現場がどういった状況になっているのかというところでございますが、

まず、土木の現場、ルーチン業務がございます。毎年あるエリアの道路を整備したりと

かする工事の計画の進捗でありますとか推進をするという業務、それに加えまして、毎

年５月頃から予算計画を立てて、それに伴って議会対応も発生していて、また、国交省

でありますとか都道府県からこういった報告書をつくってくれというような業務もたく

さんありまして、それに加えまして、市町村の方々は地域からの通報とか事故対応みた

いなことも日々受け付けておりまして、平均して大体１日１０から１５件ぐらい来るよ

うな状況でございます。 

 また、災害、例えば台風でありますとか地震でありますとか、そういったことが起き

たら、そこにすぐに行かなければならないといった状況で、人がいなくてお金もない中、

管理職も現場に行かないといけないとなると、日常業務に手が取られて変革を起こすこ

とができなくて、そういった新しいことができないので職員も離職してしまうというよ

うな、負のループが現場で起きているというところでございます。直近も埼玉県の八潮

のほうで下水管が腐食して、道路が大きく陥没してしまったという事件があるんですけ

れども、ああいうことが今後起きるかどうかというところなんですけれども、それはよ

く分からないところではあるんですけれども、恐らく市町村さんに聞くと、維持インフ

ラの維持管理はできていますかという質問すると、できていないとは言えないので、で

きていますとおっしゃるかもしれないんですけれども、ただ本当の意味でインフラの維

持管理というのがコントローラブルな状態になっているのかどうかと言われると、非常

にぎりぎりの状態かなというのが今、私が多くの現場回ってきた印象でございます。 

 そういった状況を対しまして、我々は何かできないかというところで、いろいろな

方々の話を聞きまして、その中で、まずは一つ、小さな取組かもしれませんけれども、

小規模橋梁の点検の合理化をしようということをやっております。小規模橋梁というの
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は何かということなんですけれども、本当に多くの市町村さんが同じことをおっしゃい

ます。なぜおっしゃるかといいますと、全国の市町村が管理する橋梁数というのは３９

万４,０００橋、約４０万橋ありまして、そのうちの約８０％が１５メートル未満の橋

梁となっております。イメージ、こういう橋長が３メートルとか５メートルとか、徒歩

で歩いても５秒ぐらいで渡れる橋がたくさんありまして、市町村であればこういった橋

を１００橋、２００橋、多いところで３００橋、５００橋みたいな数多く管理されてい

るわけでございます。 

 こういったものは非常に現在コストがかかってしまっておりまして、なぜかと申し上

げますと、橋の管理というのは、例えば国道にかかっている橋というのは国交省が管理

しておりまして、国交省が管理する橋に対しては、国交省がつくっている橋梁点検要領、

こういった方法で橋梁を点検してくださいというガイドラインがあるんですけれども、

市町村が管理しているようなこういった小さな橋に対しては、橋梁の点検要領がありま

せんので、国の要領を準用している場合が非常に多いというのが現状でございまして、

こういった小さな橋に対して、大きな橋と同じ基準でやってしまうと、どうしてもやり

過ぎな感じの点検になってしまってコストがかさんでいくというような状況になってお

ります。 

 市町村が管理する橋梁に対して、自分たちでやり方をつくればいいじゃないんじゃな

いかという話になるんですけれども、全くそうはならずに、先ほど申し上げたように、

結局、日常業務に手を取られて、そういったことはできない状況におります。 

 では、自分たちでそれをつくったらいいんじゃないかというところで、大阪大学も交

えながら小規模橋梁に特化した点検手法というのをつくりまして、こういった誰でもチ

ェックリストを使えば点検ができて、これを使えば約３０％のコスト減ができるという

ことも多くの実証試験を通して、まず、実施をいたしまして、昨年の１１月に一般公開

をしているというところでございます。こういった中で、小規模橋梁の点検に特化した

生成ＡＩも開発中でございまして、こういった生成ＡＩ系、まだ大規模言語モデルのモ

デルは非常に日進月歩で進んでおりますので、本当に半年前はマイクロソフトのＰｈｉ

－３というモデルをベースにやろうと思っていたんですけれども、直近の二、三週間、

別のモデルを使ってファインチューニングして、こういったＡＩを使おうという議論に

なっているようなものでございます。 

 こういった新しいＡＩの技術でありますとか新しい点検手法を使いますと、現在は、
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市町村さんと建設コンサルさんでしか橋梁点検ができないような状況なんですけれども、

こういった技術でありますとか点検手法を使うと、地域の建設業者さんなども橋梁の点

検ができるようになりまして、最終的には土木系のＯＢとか新技術を使いながら、地域

でちゃんと地域のインフラを管理していくという、地域の経済も回しながらしっかりと

維持管理もできるという世界を実現していこうというのが現在の我々の取組でございま

す。こういった取組をするに当たりまして、先ほどＮＩＣＴさんのプレゼンの中でもあ

りました、実証試験が非常に重要でして、実際我々も大阪府豊能町というところで、実

際いろいろな方々に議論しながら点検要領の実施をしまして、実際こちらも豊能町にお

いて、２０１５年に橋梁点検に採用されることが決定しております。 

 また、大阪府の摂津市さんにおきましては、実際、職員さんがその方法を使って点検

をして、例えば地元の職人さんと日常的に接していらっしゃるのは公務員の市町村の

方々ですので、この方々が、まずはやり方を把握するというところから始めていこうと

いうところで実施をしているというところでございます。 

 こういった大阪府の豊能町でありますとか摂津市さんで実施をしたので、すぐにほか

の市町村に持っていこうと思って、現在も本当に数字の研究を中心に、いろいろな方々

と会話をしているんですけれども、こんな提案を待っていたということを皆さんおっし

ゃるんですが、すぐには実行できませんということも同時でおっしゃると。もちろん市

町村の予算は、政府と同じように単年度執行でございますので、昨年度から準備しない

とすぐに実行できないというのはあるんですけれども、もう一つ、別のアプローチを考

えないといけないじゃないかというところで、「土木せんせい」というのをキーワード

にして、プラットフォーム事業のようなことを始めておりまして、これは何かと申し上

げますと、やりたいことというのは、日常業務に手を取られて変革が起きないという現

場の課題といいますか、そこを解決していくというところでございまして、これを地域

の土木をみんなで支えるという理念の下、サウンディングプラットフォームをつくろう

と。市町村の職員、建設コンサル、建設会社、こういった方々がしっかりと会話ができ

るようなプラットフォームをつくっていると。 

 それをやるきっかけとして協創テーマ、様々なステークホルダーとともに解決するも

のでありますし、中長期的な市町村の課題に対して、みんなで集まって解決していこう

というものでございます。協創テーマを切り口に、民間事業者と市町村の会話を促して

いこうという取組でございます。 
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 具体的にここでどういったことが協創テーマとして上がってくるのかという話でござ

いますが、例えば新技術の導入、ドローンでありますとか、ＡＩでありますとか、セン

サー技術、こういったものを使ってインフラの管理をしていくでありますとか、また、

包括的民間委託、例えば橋の管理と草刈りの業務、まとめて発注しちゃいましょうとい

う、公園でいうとＰＦＩというやつなんですけれども、民間に市町村が持っている権限

を移譲するような契約方式なんですけれども、そういったものは国交省をはじめ、多く

の関係者の方々が解決を、こういったものを使って解決策を模索しているわけでござい

ますが、例えば包括的民間委託、導入しようと思いますと、市町村の現状把握、課題抽

出、そしてそれをやったときの効果がどれぐらい出るのかという想定、それに加えまし

て、検証もしなければならなくて、多くのことをやらなければならないと。検証しなけ

ればならないという中で、なかなか市町村だけではできないのを、こういった包括的民

間委託を導入するにはどうすればいいかでありますとか、新しい技術を使うにはどうす

ればいいかということを協創テーマとして挙げて、建設コンサルでありますとか、建設

業者さんでありますとか、そういった方々の知恵をいただくと、そういったものになっ

ております。 

 こういった土木せんせいのサービスに関しましても、本当に市町村の方々をはじめ、

建設コンサルさんはじめ、また、大阪府からもピッチコンテストなどでも出させていた

だきながら優秀賞もいただきまして、実証試験の補助もいただいたりしながら、多くの

方々の協力をいただきながら取組を進めさせていただいているというところでございま

す。 

 実際、少し細かい話ではございますが、小規模橋梁向けのツールに関しましては、市

町村にも無料で開放しておりますので、いろいろな方々が使ってみたいという声をいた

だきながら、土木せんせいを使い始めていただいているというところでございます。実

際、２０２５年の４月なので、まさに今リリース前で少しばたばたしているわけでござ

いますが、４月３日に正式リリースする予定でございまして、まだリリース前ではござ

いますが、既に大阪府を中心に、京都、奈良、兵庫、和歌山と既に今３０以上となって

おりますが、もう直近、四十二、三の市町村に見ていただいているような状況でござい

まして、そういったいろいろな市町村さんと会話する中で、協創テーマとして橋梁点検

に新技術を活用したいという案件でありますとか、小規模橋梁向けの点検手法の採用に

関する案件が、市町村から既に出始めているというところでございます。 
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 こちら、最後のスライドでございますが、こういった取組を通じまして、地域の課題

解決のためにこういったことが必要なんじゃないかなということを私なりにまとめてみ

たわけでございますが、まず、１つ目が、１００％地域の課題起点の検討というところ

でございまして、ここで最も重要なのは１００％というところでございます。これは９

９％とか９８％では駄目で、１００％じゃないかなと私は思っております。当然、今、

私自身も少し大学の教員の立場も持っておりますので、当然大学で研究してきたものと

か、そういったものを使って何かやりたいなというのはあるんですけれども、それはも

ちろん企業さんもそうで、そこはとても気持ちは分かるんですけれども、ただ一方で、

技術シーズプッシュだと解決されない地域課題は本当に多いなと思っておりますので、

１００％なのかどうかというところは非常に重要じゃないかなとは思っております。ま

た、地域の課題の解決に役立つＡＩとかＤＸ技術というのは、すぐにマネタイズができ

ないという場合が多いので、その期間の取組の支援が本当に重要だなあと思っておりま

す。今年度も、大阪府さんから１００万という金額ではあるんですけれども、そういっ

た支援があることによって実証試験も進みますし、それがあることによって、大阪府さ

んも一緒にやっているというようなことがほかの市町村さんにも見えるので、少し実証

試験を一緒にやるというとこに対するハードルが下がったりでありますとか、そういっ

たすごくいい効果があるなと思っております。 

 また、もう一つ大切だと思いますのが地域のステークホルダーを巻き込んだ実証試験

でして、地域を守るのは地域であるということというのが本当に重要でして、特にイン

フラは、田舎にあったりすると、例えば今、私も大阪府の豊中市というところにいるん

ですけれども、例えば豊能町の山の中にあるインフラとか、あと千早赤阪村にあるイン

フラとか橋とかというのは、ここにいたら全く分からなくて、そこにあるインフラとい

うのは、そこにいる方々が一番把握されているはずなんです。例えば橋というのは、道

路、車がたくさん通ると劣化が早まるんですけれども、１日に１台しか軽トラが通りま

せんみたいな橋でありますと、ほぼ劣化しないということはもう明らかに分かることな

んです。ですので、そういった地域の現状を一番よく方分かっている方々が地域でちゃ

んと守っていくということがとても重要だなと思っておりまして、ただ一方で、インフ

ラは、私も一個人として、生活者として見たときに、インフラなんか全く意識の外にあ

るので、そこをどういうふうに変えていくのかというところも非常に、今後のインフラ

に関しては、どこの世界全般でございますが、非常に大切なことかなと思います。 
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 そういった意味で、ちゃんと地域を巻き込んで実証試験をやっていくと、地域にいる

方々の意識も変わりますので、実証試験をやるというのは、やり方、方法論だったり、

技術だったりの成果を出すということはもちろんそうなんですけれども、地域の方々の

熱量を高めていったりとか巻き込みをやっていくという上でも非常に重要な要素だなと

思っております。 

 これは地域を守る、地域を巻き込んだ実証試験をやることによって、地域が自ら地域

のインフラを守るも捨てるも、地域が自ら判断できる自立的な状態を構築するというこ

とはできると思いますので、地域全体の自活能力の強化になっていくかなと思います。

また、市町村が政策の決定を自ら行うための実証試験の結果は当然必要なものでござい

ますし、あとは市町村や地域の方々だけでは解決されないということも非常に多いので、

大学は技術の信頼性の担保ができますし、小回りの利く地域外の企業、スタートアップ

やベンチャー企業のマインドも非常に重要だなと思っていますので、大学でありますと

かスタートアップでありますとか、そういったものの連携体制を組むというのは非常に

重要だなと思っております。 

 こういった２つの要素がうまくかみ合ってつながっていきますと、ある地域で課題解

決型のモデルをつくったら、ほかの地域へ横展開できるということが、これは間違いな

く言えると私は確信しておりまして、本当、市町村さんが持たれている悩みというのは

ある程度、地域性はあるものの似ているものが非常に多くて、質の高い課題設定から生

まれた解決策でありますとか成果というのは、横展開ができると思っております。 

 先ほどの小規模橋梁の話も、ほぼ全ての市町村さんがぜひこれを使いたいとおっしゃ

っていただいているのからそのように考えまして、そういった成果はほかの市町村さん

の方々も待ち望んでいるんじゃないかなと思いますので、こういった２つの重要な要素

と、そして、それでできた解決策の横展開というのをしっかりこれからもやっていきた

いなと考えております。 

 安全を次の世代につなげるために、組織の枠を超えて協創を引き続き生み出していき

たいと思っております。御清聴いただきまして、ありがとうございます。以上でござい

ます。 

○國領部会長  ありがとうございました。それでは、ここまでの２つの御説明について

御意見、御質問ございましたら募りたいと思うんですが、よろしければチャットで発言

を求めていただけたらと思いますが、いかがでしょうか。 
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 すぐに出てこないようでしたら、呼び水みたいに私が質問させていただきますが、鶴

田さん、大変すばらしい御発表ありがとうございました。１００％、地域発というか、

課題発じゃなきゃ駄目だという論点でしたり、そんな提案を待っていたけど、すぐには

実行できないという、この辺のこのギャップを埋めていく。私も長らくベンチャー支援

とかやってきたんですけども、いろいろな要素、要素、要素あるんだけど、途中に隙間

があって、そこの隙間に落っこちちゃうということがとてもよくあるんだと思うんです。 

 今日の前半の御発表みたいに見ると、シーズ的にすごく可能性のあるものがいっぱい

わけですよね。ところが、そのシーズについて現場の人たちがそれほど存在すら認識し

てないみたいな状況もありながら、実証の場みたいなものがないので、実際使えるかど

うかがよく分からないみたいな話とか、そういうことにあふれているんだと思うんです

けれども、今、ベンチャー側から考えて、どういうようなことをすると穴が埋まってい

くのか。これは総務省の会議ですので、まさに現場から離れたところで議論しているわ

けなんですけれども、どういう行政的手当てがあると、その穴が埋まっていくとお考え

になるか、その辺の話をお伺いできるでしょうか。 

○コクリエ（鶴田）  ありがとうございます。今日の後半の資料でも広島様と浜松市様

が多分そのようなことの話をされるんじゃないかなと私は認識しているんですけれども、

行政側が実証試験の現場をつくるということを大々的にアピールするというのは一つ重

要なことかなとは思っておりまして、私はどちらかというと、そういったものがなかっ

たので、飛び込み営業みたいな形で豊能町さんと摂津市さんに行ったんですけど、結構

大きな苦労があったので、市町村さん側からそういった実証試験、積極的にやっていき

ましょうという門戸を開いていただきますと、非常にスタートアップ側としてもやりや

すいんじゃないかなと思います。 

 ただ、あと１点思いますのは、スタートアップ、本当に資金的な体力がないので、何

かしらの補助だったりでありますとか、そういったことは合わせてやらないと、恐らく

スタートアップだけだとしんどいかなとは思います。 

 以上でございます。 

○國領部会長  ありがとうございます。 

○コクリエ（鶴田）  冒頭すみません、名のるのを忘れてしまいまして、鶴田でござい

ます。失礼いたしました。 

○國領部会長  ありがとうございました。 
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○石井委員  大変有益な取組について御説明いただきまして、ありがとうございました。

私のほうからは、個人情報関係で幾つか御対応状況を御教示いただければと思いまして、

質問させていただきます。 

 まず、１５スライド目になりますが、犯罪オープンデータを活用したデータ駆動型犯

罪予測手法ということで、オープンデータを使われるということですが、データの粒度

はどの程度のものなのでしょうか。 

○情報通信研究機構（水谷）  データの粒度ですか。 

○石井委員  どの程度の細かさでデータを取得されているのか、個人にひもづくものは

ないだろうとは思いつつの御質問です。 

次がスマートフォンを使った乳幼児の睡眠データ収集ですが、こちらは睡眠の改善という

ことを目的とされていて、ユーザーに対して、直接そのメリットが戻されるというもの

だと思います。これは個人情報になってくるでしょうし、子供の情報の取扱いにもなっ

てきますので、どのようなデータの扱いになっていて、個人情報保護にどのような配慮

をされているかということをお聞きできればと思います。 

 それから、次が、事例の３大規模位置データ連携による観光施策立案評価システムで

すが、こちらもＧＤＰＲに配慮したということが右側にも書いてあるのですが、具体的

に、ＧＤＰＲ対応をどのようにされているのか、データの移転条件の整理をされている

のか、ＧＤＰＲの適用を受ける前提で適法な取扱いの根拠を設定されているのか、この

辺りの対応について教えていただければと思いました。 

 あと２点あります。病児保育のスライドが２８スライド目に出てきます。これはすご

く大事なお取組だと思いますが、病児保育ですので、要配慮個人情報がかかってくるか

なと思うのが一つと、また、情報の取扱いを適切にしていただいているとして、預かっ

ている間に容体が急変したり、その辺りの責任が生じ得る場合についての御懸念や課題

認識等がありましたら教えていただければと思います。 

 最後、認知症の早期識別、分類、ＡＩスマホアプリ、これも認知症の可能性を評価す

るというものだと思いますが、データの取扱いはどのようにになっているのかというこ

とについてお聞きできればと思います。よろしくお願いします。 

○情報通信研究機構（水谷）  それでは、最初の４つかな、３つについて、私の分かる

範囲でお話ししたいと思います。ＮＩＣＴの、まず最初に、全部に関わることなのです

が、ＮＩＣＴの委託研究では、ＮＩＣＴ内の研究と同じ基準で、ＰＤに関してはＮＩＣ
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Ｔ内でやるＰＤの委員会を必ず、もしＰＤがある場合は、必ず審査委員会を通すことに

なっています。そこで、かなり割ときつめの、割と神経質にその辺は扱っていますので、

委員会を２段階で必ず通すことになっているということになっています。 

 それがまず、基本にありまして、その上で、まず、最初の犯罪データに関するやつは、

これは一番最初に利用させていただいたのが警視庁の犯罪データ、オープンデータにな

りますので、その意味では、ある意味、警視庁のほうの基準にも当然沿っているもので

すし、この手のやつは、個人情報に関わるところは全て直接、取扱い、ダイレクトにで

きないような形で秘匿されてやっているはずです。 

 それから、あと二つ、ねんねナビの方から。これは個人対個人対応でした。もともと

ねんねナビというのは大阪大学の医学部のほうで開発されていたシステムというのをＡ

Ｉ化して、自動で答えるようにしたというのがうちの委託研究でやったところなんです

けども、当然申込みをされたときに許諾をちゃんと取っているというのが一つと、あと

個人データは当然、外から、匿名化を必ずするように処置をされているというところが

あります。 

 それから、大規模人流データで観光、人流データを扱うものに関しては、これは実は

個人データを、許諾をちゃんと全部取ったデータになっています。最初にブログウオッ

チャーという会社がもともと集めているデータになるんですけども、２,５００万人と

いう非常に大規模なデータになっていますが、最初に、必ずこれをデータを使っていい

よという許諾を取っています。その上で、個人とデータとして扱うところで、まず、コ

ンピューターが分かれているというのもあるんですけども、個人にひもづかないように

匿名化がちゃんとされているというところは確認されています。 

 私のほうに聞かれたのはそれだけだったかな。 

○情報通信研究機構（安藤）  ＮＩＣＴから御質問についてお答えさせていただきます。

グッドバトン様、そして、Ｍａｙａ－ｍｉｎｄの件だと思いますが、申し訳ないのです

が、「恐らくきちんとやっているであろう。」というお返事になります。と申しますのも、

それぞれの起業家甲子園、起業家万博等に出ていただいた事業でありますが、この事業

をＮＩＣＴが実施しているわけではないので、詳細までは分かりかねるというのが正直

なところです。ただ、グッドバトン様も事業を開始して継続しておられますこと、また、

Ｍａｙａ－ｍｉｎｄにつきましては、大阪大学発のスタートアップであり、規程等にの

っとってきちんと個人情報等を扱っているものと考えております。 
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 杉原さん何か追加のコメント等がございましたらぜひ。 

○杉原専門委員  すみません、杉原です。グッドバトンさん、病児保育施設というのは

そもそもクリニックになりますので、病院ですので、悪化したからとてお医者さんが対

応するということになろうかと思いますし、個人情報もちろん登録、事前の情報登録を

していただく必要がありますし、それもしっかり管理されています。 

 Ｍａｙａ－ｍｉｎｄさんのほうなのですが、これからまさにデータを集めていかなき

ゃならないところで、御指摘のところが結構大変なのです。クリニックの理解、協力を

得つつ、かつ個人の皆さんの許諾もしっかり取りながらやっていかなければならないと

いうところが大変なところでございます。以上です。 

○石井委員  ありがとうございます。状況については、よく分かりました。病児保育の

ほうは、クリニックなので医療体制がやや弱いとか、そういうわけではないということ

ですね。 

○杉原専門委員  悪化された場合、連携をして、何か大事になれば、大きな大規模な病

院に搬送するとかという通常のクリニックの範囲かなと思います。 

○石井委員  分かりました。ありがとうございます。差し当たり、御質問についてお答

えいただけたかと思います。 

○國領部会長  それでは、内山委員、お願いします。 

○内山委員  ありがとうございました。非常に勉強になりました。私はささいな部分の

御質問させていただきたくて、まず、ＮＩＣＴさん、１ポツ、２ポツ、ドローンとＮｅ

ｒｖｅＮｅｔの話ですけれども、例えばドローン、今どきのドローンってどれぐらい滞

空時間があるのかなと直感的に疑問に思ったことがあって、それは例えば２ポツのＮｅ

ｒｖｅＮｅｔの話も電源、一応太陽光発電を使うとなっていましたけれども、電源部分

は果たしてどうなんだろうというのも疑問にあります。つまり両方、電源部分に関して

はあくまでも所与の技術の下でやっている話なのか、何らかまたそちらで制御を加えら

れるようなことをやっていらっしゃるのかというのが１点目の質問でございます。 

 ２点目は、ＮＩＣＴと３ポツ、４ポツに関わるところ、それから、コクリエさんにも

関わる話で、地域課題とはどうしても自治体という主体が出てくる、経営学の教科書上、

官僚組織というのは軍隊と並んで非常に上意下達の固い組織という位置づけになってい

て、いろいろマッチングさせるとか新規導入させるとか、そういったときに非常に難し

い組織と直感的には思うんですけれども、そういう点において、民間企業とそうした自
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治体等を比較したときに、どのような具合で、皆さんの技術を提案・導入しづらいんだ

ろうというところで、何か直感的な御意見をいただければなと思いました。 

 以上でございます。 

○情報通信研究機構（松田）  まず、１点目につきまして、ＮＩＣＴの松田のほうから

回答させていただきます。現在、ドローンは電気で動くタイプのドローンが主流になっ

ているんですけども、そちらのドローンですと大体長くても３０分から４０分ぐらいの

飛行が可能となっております。今後、エンジンつきのドローンということで、エンジン

で発電しながら飛ぶドローンというのも出てきておりまして、それだと大体二、三時間

ぐらい。さらに、水素燃料のドローンというのが出てきますので、飛行時間はどんどん

伸びる方向にあるのかなと思っております。 

 その中で、我々の通信機器としましては、スマートフォンのモバイルバッテリーなど

で１日十分動くぐらいの電力しか食わないというところもありますので、ドローンに対

する消費電力に関しましては、そこまで大きな影響を与えないかなと考えております。 

○情報通信研究機構（井上）  続きまして、ＮｅｒｖｅＮｅｔのほうでございますが、

御質問どうもありがとうございます。各基地局が太陽光パネルと蓄電池を備えておりま

す。全基地局が備えております。こちらは、３日間は商用電源がストップした場合でも、

蓄電池に貯めてある電力によって３日間動くように設計をしておりまして、その後も天

候次第でございますが、太陽光パネルによる発電によって、４日目以降の運転も可能と

いうスペックになってございます。以上です。 

○國領部会長  よろしいでしょうか。それでは、甲田委員、お願いします。 

○甲田委員  ありがとうございます。ＮＩＣＴさんと、その後御発表いただいた鶴田さ

んにそれぞれ質問があります。ＮＩＣＴさんの起業家甲子園の支援というところに関し

てはどういった目的で、いろいろなところがアクセラレータープログラムとかやられて

いると思うんですけれども、園田さんとかも私自身もよく存じ上げている方で、既に御

活躍の方だと思うんですけど、ＮＩＣＴとして、こうした取組をされる目的、先ほども

この後、事業継続されるのかどうかみたいなところがあったと思うんですが、そこまで

面倒を見ているわけではないということであれば、どういった目的と今後の関わり方み

たいなのを期待されているのかというところを１点教えていただきたいと思いましたと

いうところです。 

 その後、鶴田さんが御発表いただいたコクリエさんの件、総務省の別の行財政改革の
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ところの会議にも私、出させていただいているんですけど、まさに土木の問題、人不足

で、本当にどのエリアも、特に地方のほうでは人が少なくなってくることによるインフ

ラ確保というのがどうするんだという問題を、いろいろな自治体さんを招いたりしなが

ら話し合われている最中なので、こういったＩＣＴを活用した技術によって、人手不足

が解消されるという事例があるのであれば、国が積極的に支援をするとか、こういう事

例を学んで横展開させるとかという視点は非常に重要だと思いました。 

 一方で、恐らくコクリエさんがやられている技術だけではなくて、似て非なるかもし

れないですけれども、同様の課題解決に取り組んでいらっしゃるベンチャーや中小や大

手の企業さんはいたくさんいらっしゃると思うんです。その中でも、自分たちの強み、

他者との差別化みたいなものがあるとしたら、鶴田さんはどういうところだというよう

にお考えになりますかというところが質問の１つ目です。 

 課題が同じであれば横展開ができると明言されていたと思うんですけど、私自身、ア

ズママとして、子育てや日常の暮らしの孤立、孤独を防ぐということを自社で開発した

アプリと、リアルな現地での展開ということを併用させながら、いろいろな自治体や企

業さんと５０プロジェクトぐらい日本全国に展開してきた過去１５年ぐらいがあるんで

すけれども、課題は同じでも地域の方々の課題の深さとか、それから文化とか、それを

主体的に行う自治体の理解とかいろいろな要素が絡み合って、同じような横展開はもう

できないと。それぞれにカスタマイズした実装が不可欠ですということを、逆に国とか

には話をしていて、同じサービスを展開するんだったら当然導入コストは下がるよねみ

たいな感じで言われることが多いんですが、下がりませんと。カスタマイズ費用にこそ

お金と時間がかかるんですということを言い続けてきたほうなので、逆にどうして横展

開できると思うのかなというところを教えていただければと思いました。 

 以上です。 

○情報通信研究機構（安藤）  それでは、最初にアントレプレナー支援室からお答えさ

せていただきます。課題、目的等に関し、５つ程度になりますが一つは御説明しました

とおり、ＮＩＣＴの技術だけではなく、ＩＣＴ、情報通信技術の社会実装の一環として

行っているものです。こうした技術が、また、ＩＣＴを利活用したサービスがあります

ということを知っていただきたい、そして社会実装したいというのがございます。 

 ２つ目ですが、ＮＩＣＴの起業家甲子園や万博に出ていただくことが最終目的ではな

く、私たちのアクセラレータープログラムの中でビジネスプランをブラッシュアップし
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ていただければ、と考えています。 

 ３つ目が資金等に関し、ＮＩＣＴの我々の部署において投資を行うことはないのです

が、ＩＣＴメンターや審査委員の中にＶＣがおりますので、この過程で彼らから投資を

受ける、知り合いのＶＣやエンジェル投資家につなぐといったことがございます。 

 ４つ目ですが、一番の賞には総務大臣賞が授与されます。総務大臣賞はインパクトが

あるので、賞を取ったことで助成金をいただくきっかけになった等々の声をいただいて

おりますので、そういった効果があろうかな、と考えております。 

 最後に、事業化支援に関し、今の助成金等の話もありますが、ＣＥＴＡＴＥＣ等の場

で展示をするといった場を御用意しておりますので、そういったところで、彼らの事業

化拡大に貢献できれば、ということを目的としています。今後、私たちの取組において

アルムナイをきちんとつくるべきである等の課題もありますので、今後、順次取り組ん

でいきたいと考えております。御質問ありがとうございました。 

○甲田委員  ありがとうございます。総務省からのお墨つきみたいなのがつくというの

はすごく大きいだろうなと思っていまして、当社自身も昔、総務省さんから地域ＩＣＴ

活性化大賞というのをいただいたことがあって、それがきっかけで、ほかの自治体との

連携というのがかなり進んだみたいなところがあるので、そういった自治体との連携

等々を今後支援するみたいなところまで、窓口がずっとつながっている状態ができると

すばらしいなと思いました。ありがとうございます。 

○情報通信研究機構（安藤）  ありがとうございます。 

○國領部会長  後半は鶴田さんですね。 

○コクリエ（鶴田）  鶴田でございます。よろしくお願いいたします。多分２点御質問

いただいたかなと思っておりまして、まず、１つ目、強みの部分でございますが、強み

が何かという御質問をいただくと、例えば小規模橋梁の点検手法に対する実績でありま

すとか、もしくは、それを実現する産学官連携体制でありますとか、そういったところ

は強みかなと思っております。もう少し、でも細かく考えますと、他の、他社のサービ

スも全てベンチマークをしておりまして、土木系でそういったマッチングサービスとい

うものが現時点でほぼなくて、特に市町村とつなぐものは。それがもし他社のサービス

が出てきたときに、そこをしっかりベンチマークしながら、より自分たちの差別化を図

っていくということかなとは思っております。 

 強みに関してそのように考えておりまして、もう１点、カスタマイズをされて多分こ
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れまで取り組まれてきたという話をいただきまして、これも少し語弊があったかなと思

うんですけれども、横展開という言葉の定義の問題かなと思っておりまして、例えば小

規模橋梁というキーワードでいきますと、小さな橋は、別にどの地域だったとしても同

じものです。コンクリートでできていて、中に鉄筋が入っているというものなので、そ

の点検手法に関しては横展開ができますし、かつ小規模橋梁が多いという事実も、それ

も他の市町村さんも同じであるということだと思っております。ただ、導入するに当た

っては、例えば地域の事業者さんを巻き込むとすると、地域にどんな会社さんがあるの

かというところを考えなきゃならないですし、あとは予算、市町村の中の政治的な状況

だったりとかも考えなきゃならないので、そこはカスタマイズしなければならないかな

と思っております。 

 ですので、ただ、そこは少し政治的な部分もあったりしますので、私はどちらかとい

うと、もともとはオタク系といいますか、どちらかというと科学系の人間なので、そう

いった観点でいくと、小規模橋梁の点検というのを科学的に基づいて安全性を担保する

ということに関しては横展開ができて、いろいろな市町村さんでも使っていただけるよ

うなことになるかなと。ただ、政治的な部分は少し置いておいてだと思っております。 

○甲田委員  ありがとうございます。本当に、多分国もこういった小規模の橋とか、そ

ういったところの課題解決は多分注目して見ていかれると思うので、そういう中で、今

ないということだったんですけど、とはいえ、類似の取組だったりとか、マッチングで

はないにしても、どのようにして取り組んでいるのかみたいなことを、鶴田さん自身が

本当に日本で有数の有識者みたいな感じになると、総務省だったり自治体だったりの頼

りどころとして、逆に自分たちのサービスというのをＰＲできるようになると思うので、

私たちもすぐ唯一無二の取組ですみたいな感じで言いたくなっちゃうんですけど、そこ

はぜひ他社との差別化みたいなところを深掘りされているといいなと思いました。あり

がとうございます。 

○コクリエ（鶴田）  ありがとうございます。 

○國領部会長  ありがとうございます。まだまだ議論がありそうなんですけども、時間

が結構押してきているので、これで次へ入りたいと思います。 

  

○江﨑委員  すみません、江﨑ですけども、先に抜けなきゃいけないので短くでもよろ

しいですか。 



－23－  

○國領部会長  分かりました。どうぞ。 

○江﨑委員  とてもナイーブな、この会は何の目的でやっているかというのがよく分か

らなかったのですけど、これは政策委員会なので、どういう政策が必要なのか、政策と

いうのは多分予算と規制とかというところだと思うのですけど、そういう話になってい

なくて、個別の事例をやるというのは、これ、我々の勉強としては非常にありがたいこ

とではありますけども、これから何をやるべきなのかというところがなかなかプレゼン

いただいていないというところは非常に残念かなと思いますし、それから先ほどのプロ

フェッショナルなところが出てくるというところが、例えば民間企業の場合には、ある

意味、利益誘導の話があるということを非常に気にするべきというのは、会の運用とし

ては十分気をつける必要があるんじゃないかなと思ってしまいました。 

 それから法制とか規制に関して言うと、デジタル庁を中心に各省庁連携してアナログ

規制の全見直しとかというのをやっていて、その中での建物申請とかインフラ管理に関

するところはテクノロジーと構成の話というのは大分整理をされているというようなと

ころも、これ、総務省の政策委員会なので、そういうところをしっかりと、バックエン

ドをちゃんとそろえるというところが課題なのかというところをしっかり整理しないと、

もう個別の話をするだけになってしまうというのは、時間としても非常に厳しいし、ア

ウトプットが何なのかというのは非常に重要ではないかなと思います。 

 例えば、先ほどのいろいろなイベントがあっているというのは大変いいことなんだけ

ども、これが例えば政府の後援がないけども、それは政府の後援などの書類審査がある

わけですけど、これはとてもオーバーヘッドが多いし、ほぼアナログ作業になっている

のでもう申請したくないと皆さんが思っているとすると、そこを変えなきゃいけないで

すよねという話にするべきだし、それから、ばらばらに行われている公的とか民的なイ

ベントとか取組というのがちゃんと整理されていないので、全部が見えないということ

が問題なのであれば、それが政策としてのポイントですよねというところに持っていか

ないと、非常に何をやっているか分からないということになってしまう。 

 あと、個別の話はとても重要なのですけども、それがどういうインパクトが政策とし

てあるのかというところを整理する必要があるのじゃないかなと思ってお話を聞いてい

ました。 

○國領部会長  大変貴重なインプットをありがとうございました。この政策部会として

のミッションというのをちゃんと、この部会が、シリーズが終わるところまでにしっか
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り形づくっていかないといけないと思うので、これは私も心して対応したいと思います。

ありがとうございます。 

 それでは、広島県商工労働局イノベーション推進チームグループリーダーの村上様か

ら資料の６４－１－３に基づいて説明をお願いします。よろしくお願いします。 

○広島県（村上）  よろしくお願いします。広島県イノベーション推進チームの村上と

申します。資料を共有させていただきます。 

 広島県からはイノベーション推進チームでこれまで取り組んできております、ひろし

まサンドボックスという事業の御説明をさせていただきます。広島県は、御存じのとお

りかと思いますけれども、平和都市というイメージもあるかと思いますけれども、自動

車産業、あるいは１００円ショップのダイソーだとか、バレーボール、バスケットボー

ルの公式球のｍｏｌｔｅｎだとか、非常にたくさんの製造業で経済が成り立っている県

でございます。また、地理的なところでいきますと、海、山、あと市街地、これが非常

に近接したエリアにあるという特徴もございます。 

 そんな中で、広島県としてイノベーション立県の実現ということを目指してやってき

ておるんですけれども、そのイノベーション立県に向けた取組の一つがひろしまサンド

ボックスという事業になります。本日のテーマに関連があるかなと思うんですけれども、

地域のイノベーションエコシステムの形成、民間企業と自治体の連携といったところ、

こういったところは非常に重要だと考えている中で、一つ、ひろしまサンドボックスと

並列といいますか、近しいところでやっているところで、県が運営しているイノベーシ

ョン・ハブ・ひろしまＣａｍｐｓという施設がございます。こちらは民間の方、行政の

方、大学、個人、企業も誰でも利用できる出会いの場というような形で広島市内に設け

ておりまして、新しい事業のアイデアがある人とか、何か連携したいんだけれどもとい

った人が自由に集まってこられて、その中で偶発的な出会いを持ってコラボレーション

が発生するだとか、そういったことを狙って運営している施設でございます。 

 ひろしまサンドボックスの話に戻りますと、ひろしまサンドボックスはデジタルを活

用した地域課題解決のチャレンジの場、これを行政から提供をしますということでやっ

ている事業でございます。もう少し詳しく言いますと、ＡＩやＩｏＴといったデジタル

技術を持つ県内外の企業や人材を広島県の中にどんどん呼び込んで、様々なプレーヤー

が一緒になって試行錯誤ができるオープンな実証実験の場というコンセプトでやってき

ている事業でございます。 
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 具体的な取組内容としては、大きく３つの柱に分かれています。実証プロジェクト、

サポートメニュー、人材育成メニューというところで、この中で一番メインになるのは

実証プロジェクトのところになります。２０１８年からこの事業を始めまして、時流に

合わせてマイナーチェンジを繰り返しながら、様々な実証実験の支援に取り組んできて

おります。 

 具体的に実証プロジェクトの内容に触れていきますけれども、一番最初、始めたとき

は、全国から自由にもう提案してくださいと、広島県内でやってみたい実証実験を提案

してくださいということで募集をかけまして、９件の実証プロジェクトを採択いたしま

して、その中で、実証費用の御支援等をしながらプロジェクトを実施していただいたと

いうところです。その中には、広島県はカキの生産が盛んですので、そういったカキの

養殖にデジタル技術を活用して、写真の左下にあるのなんかはＡＩを活用して、カキの

幼生、赤ちゃんを画像の中から自動検出するアプリなんかを開発しました。 

 次にやったのが行政提案型ということで、これまで行政の調達といいますと、入札な

りプロポーザル公募なりで、最終的に成果をきちんとコミットしていただくというとこ

ろが条件になっていたところを、行政提案型のサンドボックスでは、考えている課題を

こういうことをしたいというのを行政から提案させていただきまして、その手法を公募

すると。やっていただくことは、その効果検証に近いところでやっていただいて、その

効果検証の結果がよければ正式に調達しますよといったような流れでやったものでござ

います。 

 その例としては、県が管轄している道路の点検です。カメラの映像とかを自動で走り

ながら撮影すると同時に解析しまして、点検が必要な箇所をどんどん、どんどん自動的

に溜めていくようなシステムなんかの検証を行いました。 

 その次に、ニューノーマル型の実証支援ということで、コロナ禍真っ只中、非常に社

会の環境が大きく変わりました。新しく出てきた課題がございました。そういった課題

を、デジタル技術を活用して解決するようなソリューションアイデアを募集して、その

実証を支援するというものをやりました。この際には、最大１,３００万円の実証支援

ですとか、メンタリングを通して、まだまだアイデア段階のものもあったりしましたの

で、事業計画の策定であるとか、あるいは実証、ＰＯＣの進め方に対して専門の事業者

を委託しましてアドバイスしていただく、メンタリングしていただく。あるいはスター

トアップも非常に多いので、資金調達の方針なんかもそういった民間事業者からのメン
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タリングの中で助言していったりとか、あるいは、もう一つは、非常に新しい革新的な

サービスが多かったので、現行の法規制がハードルとなってしまって、なかなか実装に

進むのが難しいといった案件もございました。そういったところの規制対応に向けた戦

略策定なんかも行っていました。このときは全国から３９１件の応募がありまして、そ

のうち３０件を採択させていただいて実証実験を実施したところでございます。 

 先ほどのＤ－ＥＧＧＳプロジェクトの最後に申しましたところ、法規制がハードルに

なってしまうというところが明らかになりましたので、ここを重点的に支援して実装に

向けて進めていくというところで、Ｄ－ＥＧＧＳプロジェクトの後継事業として始めた

のがサキガケプロジェクトというものでございます。 

 その中で県が重点的に支援している３つの分野において、法規制がハードルとなって

しまっているプロジェクトに対して応募、採択いたしまして、そこを県も一緒になって

規制対応の突破口を見いだしていくといったところを支援しております。これまで９社

の会社を採択させていただきまして、国家戦略特区での検討だとか、あと、新事業特例

制度などの活用のための一緒に作戦を立てて国のほうに御相談に行ってもらうだとか、

そういった形で規制のハードルを突破するように頑張っていたところでございます。 

 ここから毛色が変わりまして、これまでは実証の御支援ということだったんですけれ

ども、いつまでも実証だけ繰り返してうまくいきました、うまくいきませんでしたとや

っていても行政の支援としてどうなんでしょうというところで、２０２２年からは実装

の支援にも力を入れ始めました。２０２２年の実装の支援では、それまでに実証を行っ

たプロジェクトを対象にして、広島県内の事業者、あるいは自治体に実際に実装するに

当たっての御支援ということでやりました。２０件を採択したんですけれども、その中

で４件ほどが広島県内の基礎自治体、あるいは公的機関に本格導入となったケースがご

ざいました。 

 先ほどのコクリエさんのお話もありましたけれども、自治体が抱えている課題という

のは共通することも多いんじゃないだろうかというところで、２０２３年からは、県内

の基礎自治体が抱える課題、ニーズと、スタートアップのマッチングというところに実

装支援事業としては、大きくかじを切りました。このスキームの中では、広島県内の基

礎自治体のほうから、あらかじめ行政課題であるとか、その地域の課題であるとかをヒ

アリングして、それをプラットフォーム上で、ウェブ上のプラットフォーム上で公開い

たします。そうしますと、同じくプラットフォームに登録している約８,５００社のス
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タートアップ企業等がそれを確認しまして、我が社であればこういったソリューション

でもって課題解決しますという御提案をしていただくと。受けた提案を各基礎自治体の

ほうで審査していただいて、どこと組んでやるか決めていただくと。そこで採択が決ま

ったところには、広島県から、まずは効果検証の活動支援金として、１件当たり上限１

００万円で経済的なお金のほうの御支援をさせていただくと。その１００万円を使って

効果検証していただき、そこで効果が確認され、これは本格導入してもいいよねという

ことになれば、そこからは各基礎自治体できちんと予算を自分で確保していただいて、

正式な調達につなげていただくというようなスキームでやっているものでございます。 

 こちらのスキームのメリットとしては、行政側としては、まず、費用負担ゼロ、市町

としては費用負担ゼロで効果検証ができるというところ、なかなかスタートアップのソ

リューションというのは実績がどうなのだろうというところで、庁内の決裁を取るのが

難しいところが、効果検証を先に済ませるというところでそういったところが実績にな

るというところ。スタートアップ側にとっては、どこにニーズがあるか分からない、公

共事業に参入したいけれども、参入のきっかけがなかなか難しい、ハードルが高いとい

ったところの切り口になろうかと考えてやっているところでございます。令和５年度、

令和６年度と合わせて６０件の実証を進めてきており、一部について正式に予算要求を

したというところまで把握しております。 

 もう一つが今、まさに走っている事業として、ひろしまＡＩサンドボックスというこ

とで、ＡＩの技術というのは、ここ数年で目まぐるしく変化というか進化していますし、

市場規模も大きく成長しているというところで、ＡＩに特化した実証の支援というとこ

ろを昨年の１０月から補正予算を取って始めたところでございます。これまでのサンド

ボックスでやってきた自由に提案してくださいというのと、課題、ニーズ起点でソリュ

ーションを提案してくださいという両方のやり方を取り入れて、現在課題の募集が終わ

り、ソリューションのアイデアの提案を受け付けているところでございます。 

 最後にメインの柱ではないんですけど、サポートメニューというところでやってきた

ことを簡単に御紹介いたします。一つは、ＲＩＮＧ ＨＩＲＯＳＨＩＭＡと名づけたス

モールチャレンジの支援なんですけれども、なかなか実証を支援しますよといっても、

まだ起業もしていない、アイデアはあるんだけれども、まだソリューションは全然出来

上がっていないといった、まだまだ事業のフェーズとしては、かなり若い人たちがこれ

までなかなか採択に至らなかったので、そういった方たちに少ないお金ではございます
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けれども、実証費用を御支援しまして、また、その実証を支える我々、セコンドという

名前で呼んでいましたけど、メンターも民間の方々から募集しまして、これ両方募集し

て採択した方たちを組んでもらって実証を進めていただくといったことをやっておりま

した。 

 もう一つ、人材育成のところで、これひろしまＱｕｅｓｔというのが、主に大学生ぐ

らいの若い方たちをターゲットとしたオンデマンドのＡＩの基礎であるだとか、プログ

ラミングの基礎であるだとか、そういったデジタル技術の基礎の部分をオンデマンド学

習で無料で提供しますと。広島県内に在住の方、あるいは、今、県外にいるけれども、

広島出身の方だったら無料で受けていただけますよということで３年間ほど、こういっ

たオンデマンド学習のサービスを提供してまいりまして、３年間で約１,２００人の方

がこれを活用して受講していただいたというところでございます。 

 ひろしまサンドボックス、令和５年度末まで、こういった取組を通じて２００件の実

証実験をやってきました。ひろしまサンドボックスの協議会会員数、徐々に増えまして、

現在３,３００人ほどになっております。サンドボックスだけがきっかけというわけで

はございませんけれども、広島県内にオフィスであるとか支店を開設された民間事業者

様、１６０社に上っております。 

 以上、簡単ではございましたけれども、広島県で行ってきたひろしまサンドボックス

の御紹介でございました。ありがとうございました。 

○國領部会長  ありがとうございました。 

 続きまして、浜松市デジタルスマートシティ推進部デジタルスマートシティ推進課の

課長、米村様及び産業スタートアップ推進課課長、田中様から資料６４－１－４に基づ

いて説明をお願いします。お願いします。 

○浜松市（米村）  浜松市でございます。資料を共有させていただきますので、お時間

ください。では、浜松市、始めさせていただきます。本日はこのような報告の場を与え

ていただきまして、誠にありがとうございます。浜松市からは、民間企業の技術を活用

した地域課題解決ということで、本日は、デジタルスマートシティ推進課とスタートア

ップ推進課、２課の取組を御紹介させていただきます。 

 まず最初に、デジタルスマートシティ推進課の取組から御紹介をさせていただきます。

当課では、官民連携で浜松市モビリティサービス推進コンソーシアム及びドローン利活

用の推進部会という組織をつくって、民間事業者のモビリティサービスやドローンビジ
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ネスを通じた地域課題解決に取り組んでいますので、まずは、この取組について詳しく

説明をさせていただきます。 

 まず、最初、簡単に浜松市の現状についてインプットさせていただきます。一番上の

段を御覧ください。人口は約８０万、日本に２０ある政令都市の一つでございます。面

積は１,５５８.１１平方キロメートルで全国２位、海、山、川、湖、都市部などあらゆ

る自然、都市条件を備えていることから、本日のテーマでもある日本のあらゆる課題を

内包した国土縮図型都市と言われています。そして、こちらが重要なんですけれども、

産業別の就業者、２次産業でございますけれども、３３.４％、３人に１人がものづく

りに携わっているというものづくりの町でございます。全国平均が２５％、４人に１人

なので、このことからも浜松市がものづくりのまちであることが分かっていただけると

思います。 

 続きまして、こちらを御覧ください。これはちょっとした自慢話になりますけれども、

こちらが浜松市の礎を築いた先人たちでございます。皆さんが御存じの企業ばかりだと

思いますけれども、我が浜松は、これらの企業の創業地であったり、創業者の生誕地で

ございます。 

 そして、こちらが浜松市の産業発展の系譜でございます。まず、一番左上を御覧くだ

さい。小さいですけれども、江戸時代に日本３大綿織物産地と呼ばれた綿織物から、明

治時代に力織機が生まれ、そこで培われた技術から様々な産業が生まれたことが分かる

図となっております。ちなみに、私が小学生の頃の浜松の３大産業は、楽器、繊維、オ

ートバイと呼ばれておりました。 

 そして、こちらが現在の浜松市でつくられているものの割合でございます。約４０％

が輸送用機械器具、いわゆる自動車オートバイなどのモビリティとなっております。こ

れが現在の浜松市の特徴であり強みとも言えます。 

 そして、突然話題は変わってしまいますけれども、こちらが浜松市の人口の推移でご

ざいます。先ほど人口約８０万人とお伝えをいたしましたけれども、実は２０１０年か

ら人口減少期に突入をしております。また、出生数も２０２６年から減少が続いている

状況でございます。人口減少への対応が浜松市の大きな課題となっております。 

 続きまして、本日の主テーマである浜松市モビリティサービス推進コンソーシアムに

ついて触れてまいります。当コンソーシアムは、こちらの資料にあります浜松版Ｍａａ

Ｓ構想の官民連携の推進組織として、令和３年３月に設立をいたしました。そして、赤
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囲いの部分にコンソーシアムのことが記載をされております。ＭａａＳ構想についても

う少し詳しく触れさせていただきます。最上段の青い箱、背景を御覧ください。Ｍａａ

Ｓ構想策定の背景の一つとして、先ほど浜松市のインプットパートでお話をした人口減

少への対応のことが記載されています。そして、その下段に進みまして、この課題への

対応として、本市の強みであるものづくりの力、その中でも本市の基幹産業であるモビ

リティサービスを活用することで持続可能な都市を目指すＭａａＳ構想を策定いたしま

した。 

 ＭａａＳ構想に戻りまして、赤囲いの部分を御覧ください。この構想のビジョンは赤

い文字になっている部分でございますけれども、人、モノ、ことをモビリティでつない

で持続可能な都市を目指すと定めました。そして、一番左下の図にあるように、ビジョ

ンを実現するため、自動運転やドローンを積極的に活用するように決めております。そ

して、こちらが構想の推進組織、浜松市モビリティ推進コンソーシアムの概要でござい

ます。中段にあるように、運営の中心となる共同幹事には私ども浜松市のほか、地域の

公共交通機関である遠州鉄道様、そして地元自動車メーカーのスズキ様に担っていただ

いております。ちなみに入会金、会費は無料でございます。そして下段に進みまして、

取組内容は、会員主導のプロジェクト実施、情報共有、セミナー等の開催などがござい

ます。この後、会員主導のドローンプロジェクトについて詳しく御紹介をさせていただ

きたいと思います。 

 こちらがコンソーシアムの会員でございます。現在の会員数は、市内外の大企業から

スタートアップまで、１４２団体でございます。字が小さくて見にくくて申し訳ござい

ません。 

 続きまして、ドローンを活用した地域課題解決について触れてまいります。後ほど、

経済産業省様のデジタル全総については詳しく説明をさせていただきますけれども、当

計画のドローン航路に天竜川水系が選定されたことから、当航路の活用活性化するため、

先ほどお話をしたコンソーシアム内に、この表の下段にあるようなドローン利活用推進

部会を設置いたしました。当部会の活動内容は、ドローンサービスの実施を目指すプロ

ジェクトの支援などでございます。当部会の会員は全国のドローン関係企業など４４団

体でございます。また、オブザーバーとして官公庁や大学など２８団体にも参加をいた

だいております。 

 続きまして、少し経済産業省様のデジタル全総について触れてまいります。デジタル
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ライフライン全国総合整備計画とは、デジタルによる恩恵を全国に行き渡らせるため、

策定した１０年計画でございます。そして、アーリーハーベストプロジェクトとは、ド

ローン航路、自動運転サービス等、インフラ管理のＤＸにフォーカスをして地域を選定

して重点的に実装を進める取組でございます。このアーリーハーベストのドローン航路

について、本市の天竜川水系が河川として全国で唯一選定をされたところでございます。 

 では、ドローン航路って何ということでございますけれども、本当に道を設置するわ

けではなく、デジタル空間にドローンが飛行する道を設定するものでございます。なお、

この航路を設定したのは、本市にも拠点を構えるスタートアップ、Ｔｒａｊｅｃｔｏｒ

ｙ様でございます。ドローン航路を設定するメリットでございますけれども、誰でも利

用することができる道をつくり、その利用ルールを定めて、それを一元管理することで、

誰でも簡単にビジネスとしてドローンを使うことができるようになることでございます。 

 それでは、ここからはドローン航路を利用した本市の取組について触れさせていただ

きます。ドローン部会では、現在、中山間地域におけるドローン航路のユースケースづ

くりを支援しております。ドローン航路の活用が進むことで多くの地域課題解決につな

がるとともに、地域におけるドローンビジネスの活性化を期待しております。そして現

在、実際に取り組んでいるのがドローン物流とインフラの点検の実装でございます。 

 具体的には本市中山間地域の約１１キロにおける医薬品の配送でございます。こちら

が取組の具体的なフローとなります。もともと町なかの眼科が中山間地域で移動診療を

していたのですが、処方する目薬についてあらかじめ準備していたものでは対応できな

いケースがありました。この場合、郵送で二、三日後に届けるか、本人が自動車で１時

間かけて町なかまで目薬を取りに行くという対応をしていました。これを、ドローンを

使って１５分でお届けをするというのがこの取組でございます。今年１月に、このサー

ビス実装が始まったところでございます。現在、この取組は採算性が課題となっており

まして、解決策として、目薬を配達した帰りの空便で河川の写真を撮影して、これを国

交省様が行っている河川点検に活用できないかという実証も行っているところでござい

ます。 

 デジタルスマートシティ推進課からの説明は以上でございます。 

○浜松市（田中）  続きまして、スタートアップ推進課、田中から御説明をさせていた

だきます。 

 浜松市のスタートアップ支援ということで、浜松市のスタートアップ支援の事業を全
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般、お話をさせていただきます。まず、浜松市のビジョン、スタートアップのビジョン

ですけども、スタートアップが集積、成長する環境が整うことで、次々と新たなスター

トアップが生まれる、好循環、いわゆるエコシステムが確立している都市というのがま

ず、１つ目指しているものでございます。それからもう一つでございます、地域企業の

高度な技術とスタートアップの革新的なアイデアの融合により、新たなイノベーション

が次々と生み出される都市といった２点を目指しているところでございます。 

 浜松市のスタートアップ支援につきましては、まず、起業前、次世代の育成から起業

前、シード、アーリー、ミドル、レイターまで一気通貫した支援をしているところでご

ざいます。まず、浜松市のスタートアップ支援の１つ目として、ファンドサポート事業

というものがございます。市内スタートアップにとって、アクセス可能な資金調達手段

を増やすため、ベンチャーキャピタル、金融機関が市内のスタートアップに投資しやす

い環境を整備するといった事業でございます。本市を応援してくれている認定ベンチャ

ーキャピタル、今現在、６６社、金融機関は５社という状況でございます。 

 続きまして、スタートアップ成長支援事業でございます。こちらは総合相談窓口の運

営、それから育成プログラム、伴走型の育成プログラムを実施しているところでござい

ます。次世代スタートアップ育成事業です。こちらは高校生、大学生、専門学校生等々、

次世代の育成プログラムを実施しているところでございます。 

 続きまして、実証実験サポート事業でございます。こちら行政課題の解決のため、ス

タートアップ等が浜松市内で行う実証実験に対して支援を行っているものでございます。

各テーマを所管する原課が伴走し、１年間のプロジェクトを進めているところでござい

ます。実験フィールドのあっせん、モニター募集、ＰＲ支援、経営支援、最大２００万

といった補助金もついているといったものでございます。 

 ただいまの実証実験の実績でございます。成果としては、令和５年度末までのものに

なりますが、令和元年度から実証実験の総数が２８件、浜松市に進出していただいたス

タートアップは７社、それからトライアル発注認定企業、これ優先調達になるんですけ

ども、実証実験を通じて、優先調達の認定が下りたところは５社、それから社会実装例

として、ＧＲＥＥＮ ＣＨＡＲＧＥというスタートアップが急速ＥＶ充電器を設置して、

今現在、全国で１００台以上設置が進んで行ったケースや、がん検診のＬＩＮＥアカウ

ントを立ち上げて、今現在、浜松市では登録者５,０００人を超えているといったよう

な実績もございます。 
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 このページの右側でございます。令和６年度の取組でございます。今年度も５社認定

をして支援をしているところでございます。こちらは、年度当初に行政の窓口各課に課

題を募集いたしまして、今年度は大体２１件ほど課題が上がってきております。その中

で審査、マッチングを経て、５社を認定しているといったものでございます。 

 続きまして、こちらはすみません、事業名が抜けておりましたが、ハマハブと書いて

ございますが、地域の企業と全国のスタートアップの連携につなげるマッチングサイト

を立ち上げているといったものでございます。地域企業が課題をサイトに掲載して、そ

れを見たスタートアップがエントリーをするといったものでございます。 

 それから、首都圏ビジネス情報センター、東京でも職員が活動しているといったもの

と、オンサテライトオフィスの運営、町なか、山間部等々サテライトオフィス、コワー

キングスペースを準備しているといったものです。 

 スタートアップビザに地域のメンター、地域のコア人材にメンターをお願いしている

といったところと、あとコミュニティーをつくっているといった取組をしてございます。 

 それから、最後に実績でございます。こちら、ＫＰＩとして創業数、イベント数、フ

ァンドによる年間資金調達額、スタートアップと企業の新規連携数、それから進出数と

いうことを数字で挙げてございますけども、協業以外はおおむねＫＰＩ達成できている

のかなという認識でございますが、協業といったところが少し課題というように今、捉

えているところでございます。 

 説明は以上でございます。ありがとうございました。 

○國領部会長  ありがとうございます。私の運びが悪くて、質疑の時間が１０分程度に

なってしまいますが、ぜひ非常に重要なテーマだと思うので、御質問等ある方はチャッ

トに投げ込んでいただいて発言を要求してください。 

 じゃあ、私から広島県さんなんですけども、サンドボックスといって規制を変えるよ

うな場合というのは、国との連携というのが結構大事になるんじゃないかと思うんです

が、そのあたりで何かここら辺を改善したほうがいいのではないかというような点で、

規制だけじゃなくても構わないんですけども、市町村レベル、国レベルとの連携をして

いくあたりで、何か課題感をお持ちなっていらっしゃるか、その辺お伺いできるでしょ

うか。 

○広島県（村上）  ありがとうございます。まさに規制対応というところは国に対して

働きかけなければいけないというところで、これまでも特区の活用だとかに申請したり
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だとか、そういったことはやってきておりました。あとは毎年、各都道府県が国に対し

て施策提案というところで要望を出す際にも、規制の緩和を大胆に進めてくださいとい

うところは要望をずっと続けてきていたところでございます。 

 ただ、ここ数年でいきますと、例えば経産省さんのほうですとか、そういった規制緩

和、あと内閣府さん、規制緩和に対する取組というのは非常に強化されていて、各種、

状況に応じた相談先といいますか、やり方というか、そういったところもかなり充実し

てきていますので、広島県としては、これまで我々も一緒に要望してきた中で、そうい

ったところも国のほうとも方向性が非常に一致してきているのかなと思っているところ

でございます。 

○國領部会長  ありがとうございます。ほかにいかがでしょうか。どうぞ。 

○江﨑委員  よろしいですか。 

○國領部会長  江﨑委員、お願いします。 

○江﨑委員  先ほどの関係で、アズイズに関しては、法制の見直しのほうで大分できて

いるというのが、私の担当でやっているわけですけども、ｔｏ ｂｅで、つまり新しい

ものに関しての動かすときに、逆に実証実験をやっていくとこういうルールを守れない

と新しいｔｏ ｂｅができないというようなものがここから出てきているのかというと

ころを少し教えていただければと思います。つまり、今までの法律なり規制、規定、仮

定していなかったシステムとかサービスとかというのが多分ありましたよね。それに対

して何か必要なことがあるのか、あるいはそのままほっておけばいいのかというところ

が出てきているとすると、それはまさに政策課題になるかと思うのですけど、そういう

のがあれば教えていただければと思います。 

○広島県（村上）  御質問に対するお答えにきちんと合っているか自信がないんですけ

れども、我々がやってきた中で、法規制がハードルになってから２パターンございまし

て、これまでの法規制だと禁止されてしまっているんだけれども、この新しい技術は大

丈夫なんじゃないかというパターンと、そもそも想定もされていなかったような技術な

のでルールがそもそも定まっていないといったパターン、大体２パターンございまして、

後者の場合ですと、経済産業省がグレーゾーン解消制度とかを使って、これって大丈夫

なのですかねとかというところを確認させていただいたりとか、あるいは、我々の中で、

サンドボックスの中で継続的に支援しました船の自律航行のシステムをつくっていると

ころ、要は船の自動運転、そういった技術があるんですけれども、全然、船においてそ
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ういったものはこれまで決められていなかったというところで、それについても、現状

では大型船舶のほうで、国際的にもそういった議論が進められているところで、もう数

年のうちには、ある程度世界的にルールが定まるんじゃないかというような形で進捗し

ているという状況でございます。 

○江﨑委員  ありがとうございます。そこが、どこかが今、ほかの国が決めようとして

いるのだとすると、我が国としては受け身になるのでけしからんというような話がここ

から出てくると、それは総務省なり国交省でしっかりとリーダーシップを取れと。取っ

てくれないと、結局日本の技術が使えなくなっちゃうしというような話を多分ここでや

っていただくと、非常に国領先生のお仕事としてはプラスのものが出てくるんじゃない

かなと思いましたので、質問させていただきました。 

○國領部会長  ありがとうございます。ここで、先ほどの江﨑委員の御発言も合わせて

非常に重要な論点だったと思うので、総務省の内藤さんから少しお話しいただけるとい

うことなので、このタイミングでいいですか。 

○内藤地域通信振興課長  承知しました。少々お待ちください。総務省地域通信振興課

長の内藤でございます。第１回の審議会におきまして、当審議会の諮問事項は、地域社

会ＤＸの通信方策そのものということなのですけれども、その中で、今回の政策部会の

審議で主な検討事項というものを御説明させていただいております。 

 江﨑委員おっしゃるように、政策的規制といった制度上の面というのももちろんあり

得るのですけれども、今回ここで挙げていたのがスタートアップ企業や研究機関のＡＩ

を含む、新たなデジタル技術を地域課題解決における社会実装につなげるための支援策

の在り方、そして、意欲ある企業によるＡＩを含むデジタル技術を地域課題解決に活用

できるようにするための適切なマッチングのための方策の在り方、そして、ＡＩを含む

デジタル技術の活用による地域課題解決を実証にとどまらず、持続的かつ社会的な実装

に効果的につなげるための方策の在り方とさせていただいておりまして、今回のヒアリ

ングについては、このうち、特に１つ目の項目にも関係しており、スタートアップ企業

の支援策であるとか、また、研究機関の開発した技術というものをどうやって地域課題

解決に結びつけていくのかといった観点で、前半、ＮＩＣＴ様であるとか、コクリエ様

から御発表いただいております。また、後半の広島県と浜松市様につきましては、こう

いった意欲ある企業、スタートアップ支援も含めて、こういった技術を地域課題解決に

どのようにマッチングをさせるのか、あるいはそういった中で、実装にいかに結びつけ
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ているのか、こういったところを国としての地域社会ＤＸの推進施策として取り上げる

べき点はないかという観点でヒアリングをお願いしたところでございます。 

 以上、この点、説明が不十分で、大変失礼いたしました。補足でございます。 

○國領部会長  ありがとうございます。私もこれ、この話を冒頭にもう少し強調しなが

らやったほうがよかったのかもしれませんが、江﨑委員、どうも方向づけ手伝っていた

だいてありがとうございます。 

 まだ少し御質問いただける時間もあるんですけど、いかがでしょうか。井上委員、お

願いします。 

○井上（あ）専門委員  井上あい子です。よろしくお願いいたします。私のほうから広

島県様に質問があります。協議会会員が約３,３００社者いらっしゃるということなの

ですが、こちらの事業以外に、協議会活動として発展的な何か活動であるとか、計画等

ございますでしょうか。 

○広島県（村上）  ひろしまサンドボックスの協議会会員というのは、ひろしまサンド

ボックスのこれまでの事業とかの採択がきっかけであるとか、エントリーがきっかけで

あるとかいう形で入っていただいて、協議会員同士での情報交換とか交流というところ

をやってきているところなのですけれども、それきっかけで、先ほど冒頭に説明しまし

たイノベーション・ハブ・ひろしまＣａｍｐｓというイノベーション施設のほうでの活

発な活動につなげたりだとか、Ｃａｍｐｓのほうで行っているアクセラレーションプロ

グラムのほうを御紹介して、サンドボックスでのサポートが終わった後も途切れないよ

うに、県の近しい部署のやっている事業をつないで、継続的な御支援をしていけるよう

な形で我々は運営しているところでございます。 

○井上（あ）専門委員  ありがとうございます。事務局を、例えば民間さん、民間事業

者様に立てて運用していくであるとか、せっかくの大人数の方々の知恵を、何か各自治

体様でも使っていらっしゃるのかなあと思いましたので。 

○広島県（村上）  そういう視点では今のところ、事務局は県のほうでやっております

し、たくさんの会員の中からすごく活発に何かが沸き起こっているとか、そういう状況

にはないので、そこら辺はもう少し、より効果的なやり方がないかというところは検討

余地があるのかなと思います。ありがとうございます。 

○井上（あ）専門委員  ありがとうございます。期待しております。 

○國領部会長  ３０秒ぐらいで１個、私、浜松市さんにお伺いしたいんですけども、ス
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タートアップビザの支援というのがあるんですけれども、これ運用はどんな実績、どん

な感じで、恐らく外国人人材をどう活用するかって、今いろいろな意味で大問題だと思

うんですけれども。 

○浜松市（田中）  ありがとうございます。残念ながらですが、今申請あるのが１件で、

活用されているのが１件だけです。問合せ自体は、月に１件、２件は確かにございます

けども、活用までは至っていないという状況でございます。 

○國領部会長  期間が短過ぎるとか、どの辺が課題ですか。 

○浜松市（田中）  まだそこまで周知に制度自体が行き渡っていないのかなという感触

が１つと、期間自体は今年から２年ということで制度が変わりますので、そこら辺はク

リアになったかなという気がしてございます。 

○國領部会長  ありがとうございます。 

○浜松市（田中）  ありがとうございました。 

○國領部会長  ほかによろしいですか。 

 

閉  会 

 

○國領部会長  それでは、ちょうど時間となりましたので、本日の会議はこれくらいに

させていただきたいと思います。事務局から何かありますか。 

○片山管理室長  事務局から特にございません。 

○國領部会長  それでは、本日の会議、これにて終了させていただきます。 

 なお、次回の日程につきましては、開催日が決まり次第、事務局から連絡がいくかと

思います。よろしくお願いします。 

 以上で閉会といたします。ありがとうございました。 

 

 


